
法 令 及 び 定 款 に 基 づ く
インターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表
（2019年７月１日から2020年６月30日まで）

株式会社ハウスドゥ

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款第15条

の 規 定 に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.housedo.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に

提供しております。



連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　７社

・連結子会社の名称　　　　　　株式会社ハウスドゥ住宅販売

株式会社フィナンシャルドゥ

株式会社ピーエムドゥ

株式会社京葉ビルド

株式会社小山建設

株式会社小山不動産

株式会社草加松原住建

当連結会計年度より、株式会社小山建設、株式会社小山不動産及び株式会社草加松原住建の株式を取得

したため、連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　・持分法を適用した関連会社の名称

　　　（関連会社）　　　　　　　　H-DO（THAILAND）Limited

　　・持分法を適用しない関連会社の名称等

　　　　（関連会社）

関連会社の数　　　　　　　２社

関連会社の名称　　　　　　株式会社レントバンク

株式会社シェアリングINN

持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない関連会社は、当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除い

ても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、直近の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。
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(5) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

匿名組合への出資については、匿名組合契約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、組合決算の持分相当額を純

額方式により当事業年度の損益として計上しております。

ロ．たな卸資産

・個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３年～50年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

・のれんの償却方法及び償却期間

のれんの効果の発現する合理的な期間で均等償却をしております。

・自社利用のソフトウエア　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

・その他の無形固定資産　　　定額法によっております。

ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．完成工事補償引当金　　　　完成工事等の瑕疵担保・アフターサービス等の費用に備えるため、過去

の補償費用実績に基づく将来発生見込額を計上しております。
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ハ．販売促進引当金　　　　　　販売促進目的として配布した住宅リフォーム時に使用できる割引券につ

いて、将来の割引券使用による費用に備えるため、使用実績に基づく将

来発生見込額を計上しております。

ニ．賞与引当金　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当

連結会計年度における負担額を計上しております。

④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による当連結会計年度末要

支給額から中小企業退職金共済制度からの給付相当額を控除した金額を計上しております。

ロ．完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　　・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　　・その他の工事

　　　工事完成基準

ハ．繰延資産の処理方法

社債発行費

支出時に全額費用として処理しております

二．重要なヘッジ会計の方法

　・ヘッジ会計の方法

　　　金利スワップについては特例処理の要件を満たしており、特例処理によっております。

　・ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段　　金利スワップ

　　　ヘッジ対象　　変動金利借入金

　・ヘッジ方針

　　　金利変動リスクを回避するため、金利スワップを採用しており、投機的取引は実施しておりません。

　・ヘッジ有効性評価の方法

　　　特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

ホ．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　但し、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等は投資その他の資産の「長

期前払費用」に計上のうえ、５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては発生年度に費

用処理しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

現金及び預金 6,000千円

販売用不動産 325,006千円

営業貸付金 4,293,629千円

建物及び構築物 1,448,688千円

土地 2,211,907千円

計 8,285,232千円

②　担保に係る債務

短期借入金 633,500千円

１年内返済予定の長期借入金 494,279千円

長期借入金 7,267,892千円

計 8,395,672千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,256,521千円

(3) 保有不動産の一部を賃貸目的から転売目的へ保有目的を変更したことに伴い、当連結会計年度において建

物2,877,062千円、土地8,718,577千円、借地権12,350千円を販売用不動産11,607,990千円に振替えておりま

す。

  (4) 保証債務

①　次の顧客について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

   リバースモーゲージ利用顧客 3,400,050千円

     (注)　金額は保証極度額を記載しております。

②　次の顧客について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

   ビジネスローン利用顧客 33,900千円

     (注)　金額は保証極度額を記載しております。

③　次の顧客について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

   オートローン利用顧客 26,205千円

     (注)　金額は保証極度額を記載しております。
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 19,490,800株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 9 年 ９ 月 2 5 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 719,129 37.0 2019年６月30日 2019年９月26日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 0 年 ９ 月 2 4 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 370,315 19.0 2020年６月30日 2020年９月25日

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的

となる株式の種類及び数

普通株式 536,800株
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、金融機関からの借入や社債発行により必要な資金を調達し、一時的な余剰資金があれ

ば短期的な安全性の高い金融資産に限定して運用することを基本としております。また、一部の長期借入

金の金利変動リスクに対して、金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、

デリバティブ取引は内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

　営業債権である完成工事未収入金及び売掛金並びに営業貸付金は顧客の信用リスクに晒されております

が、顧客の信用状況について十分に把握するとともに顧客毎の期日管理及び残高管理を実施しており、営

業貸付金については、定期的に担保不動産の担保価値の確認を行うことによりリスクの軽減を図っており

ます。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクや発行体の信用リスクに晒されておりますが、主にハウス・リ

ースバック資産の流動化に係る特別目的会社への匿名組合出資金等であり、定期的に時価や発行体の財政

状態を把握することにより管理しております。

　営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では担当部門が定期的に資金繰計画を

作成・更新するとともに、手元流動性を一定水準に維持すること等により、当該リスクを管理しており、

連結子会社においても同様の管理を行っております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定には一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件によった

場合、当該価額が異なることがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2020年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 19,274,618千円 19,274,618千円 －千円

(2) 完成工事未収入金 102,221 102,221 －

(3) 売掛金 57,324 57,324 －

(4) 営業貸付金 10,950,358 10,668,272 △282,085

(5) 投資有価証券 166,169 166,169 －

(6) 破産更生債権等 284,142

貸倒引当金(*1) △32,717

251,424 251,424 －

資産計 30,802,117 30,520,031 △282,085

(1) 工事未払金 473,564 473,564 －

(2) 短期借入金 13,013,500 13,013,500 －

(3) 未払金 581,038 581,038 －

(4) 未払法人税等 144,800 144,800 －

(5) 未成工事受入金 229,882 229,882 －

(6) 前受金 471,492 471,492 －

(7) 社債(*2) 970,000 986,236 16,236

(8) 長期借入金(*3) 23,808,031 23,466,215 △341,815

(9) 長期預り保証金 1,138,828 1,142,574 3,745

負債計 40,831,138 40,509,304 △321,834

デリバティブ取引 － － －

(*1)破産更生債権等に計上している貸倒引当金を控除しております。

(*2)１年内償還予定の社債を含んでおります。

(*3)１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
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(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)完成工事未収入金、(3)売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4)営業貸付金

　　　　　　営業貸付金の時価については、貸付案件ごとの種類及び期間に基づき、その元利金の合計額をそれ

ぞれの利率で割り引いて算定する方法によっております。

　　　　　(5)投資有価証券

　　　　　　投資有価証券の時価については、市場価格によっております。

　　　　　(6)破産更生債権等

破産更生債権等については、担保による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、

時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、

当該価額をもって時価としております。

　　　　負　債

　　　　　(1)工事未払金、(2)短期借入金、(3)未払金、(4)未払法人税等、(5)未成工事受入金、(6)前受金

　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

　　　　　(7)社債、(8)長期借入金

　　　　　　社債及び長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。一部の変動金利による長期借入金は、金利スワ

ップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によって

おります。

　　　　　(9)長期預り保証金

　　　　　　長期預り保証金の時価については、想定した賃貸契約期間及びフランチャイズ契約期間に基づき、

そのキャッシュ・フローを国債の利回り等、適切な指標に基づく利率で割り引いて算定する方法によ

っております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(8)参照）。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
当連結会計年度末

（2020年６月30日現在）

外国証券 92,464　千円

非上場株式 883,742　千円

　　　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(5)投資有

価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

営業貸付金 6,338,130 3,408,684 335,234 170,992 648,363 48,951

合計 6,338,130 3,408,684 335,234 170,992 648,363 48,951

　　　(1)現金及び預金、(2)完成工事未収入金、(3)売掛金は全て１年以内の償還予定となります。また、(5)投

資有価証券は、全て満期のないものであります。また、(6)破産更生債権等は含めておりません。

４．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

社債 184,000 184,000 392,000 120,000 90,000 －

長期借入金 5,133,513 4,595,334 6,407,983 2,560,435 1,426,445 3,684,318

合計 5,317,513 4,779,334 6,799,983 2,680,435 1,516,445 3,684,318
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５．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、主に京都市及び首都圏において、賃貸用マンション（それぞれの土地を含む）を有しております。

また、ハウス・リースバック案件の増加に伴い、賃貸用の住宅が増加しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

9,720,021千円 △957,245千円 8,762,775千円 6,907,820千円

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加はハウス・リースバック事業の案件の増加に伴う有形固定資産

の増加(8,942,071千円)、主な減少はハウス・リースバック事業に係る保有不動産の販売用不動産への振

替による減少(10,489,181千円)であります。

３．時価の算定方法

当連結会計年度末の時価は、一定の評価額や適切に市場を反映していると考えられる指標を用いて合理

的に算定した金額であります。ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適

切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指

標を用いて調整した金額によっております。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産 592円27銭

(2) １株当たり当期純利益 52円94銭

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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８．その他の注記

　（追加情報）

１.　ハウス・リースバック資産の流動化

(1) 特別目的会社の概要及び特別目的会社を利用した取引の概要

当社は、資金調達先の多様化を図るため、ハウス・リースバック資産の流動化を行っております。

流動化におきましては、当社がハウス・リースバック資産（信託受益権等）を特別目的会社（合同会

社の形態による）に譲渡し、特別目的会社が当該ハウス・リースバック資産を裏付けとして借入等によ

って調達した資金を、売却代金として受領しております。また、特別目的会社に対しては、匿名組合契

約を締結しており、当該契約に基づき出資しております。

当期末現在のハウス・リースバック資産の流動化に係る特別目的会社は次のとおりであります。

なお、当社は、いずれの特別目的会社についても、議決権のある出資等は有しておらず、役員の派遣

もありません。

当連結会計年度

(2020年６月30日)

特別目的会社数 ６社

直近の決算日における資産総額 17,742,967千円

直近の決算日における負債総額 16,570,301千円

（2）特別目的会社との取引金額等

当連結会計年度(自　2019年７月１日　至　2020年６月30日）

主な取引の金額（千円）
主な損益

項目 金額（千円）

匿名組合出資金 478,500 匿名組合投資損益 108,342

譲渡価額 9,610,772 売上高 9,610,772

帳簿価額 7,428,851 売上原価 7,428,851

（注）譲渡資産に係る譲渡価額は売上高、譲渡資産の帳簿価額は、売上原価に計上しております。

（注）株式会社ピーエムドゥは、特別目的会社に譲渡した物件の管理業務を受託しております。なお、金額につ

いては、重要性が乏しいため記載を省略しております。
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２.　賞与引当金

　前連結会計年度においては、従業員賞与の確定額を未払費用として計上しておりましたが、当連結会計

年度では支給額が確定していないため、支給見込額を賞与引当金として計上しております。

３．新型コロナウィルス感染症拡大よる影響

新型コロナウイルス感染症拡大により、不動産業界における需要期での外出の自粛要請、とりわけ日本

政府の緊急事態宣言の発令後は極端に経済活動が制限され、当社グループにおきましても、多大な影響を

受けました。

集客イベントの中止や問合せの減少、顧客先への訪問が困難となったこと等による契約件数の減少や、各

種建材及び設備メーカー等の納期遅延や各行政機関の手続き遅延による引渡の延期など、さまざまな面で当

社グループの事業活動に支障をきたし、業績の下振れ要因となりました。

なお、新型コロナウィルス感染症の収束時期は不透明であり、現時点において会計上の見積もりへの影響

を試算することが困難であるため、当連結会計年度における会計上の見積もりは新型コロナウィルス感染症

の影響を考慮しておりません。

また、新型コロナウィルス感染症拡大の収束時期やその影響の程度を予測することは困難であり、活動自

粛や経済活動の停滞が長期化した場合には翌期以降の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。
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　（企業結合等関係）

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社小山建設

事業の内容      ：不動産売買仲介及び賃貸仲介・建設業

被取得企業の名称：株式会社小山不動産

事業の内容      ：不動産売買仲介及び賃貸仲介・管理業

被取得企業の名称：株式会社草加松原住建

事業の内容      ：不動産売買仲介及び賃貸仲介

 ② 企業結合を行った主な理由

当社グループの事業規模の拡大と企業価値の向上を図るため。

 ③ 企業結合日

2019年８月９日（株式取得日）

 ④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

 ⑤ 結合後企業の名称

変更ありません。

 ⑥ 取得した議決権比率

株式会社小山建設     100％

株式会社小山不動産   100％（間接保有45.0％）

株式会社草加松原住建 100％

 ⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

（2）連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

　2019年８月９日から2020年６月30日まで

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　株式会社小山建設     株式取得の対価 2,415,347千円

株式会社小山不動産   株式取得の対価   231,000千円

株式会社草加松原住建 株式取得の対価     5,400千円
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（4）主要な取得関連費用の内容及び金額

　　　　アドバイザリーに対する報酬・手数料等　110,291千円

（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

771,873千円

② 発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却

（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳

流動資産　　 2,071,034千円

固定資産　　 1,545,498千円

資産合計　　 3,616,532千円

流動負債　 　1,552,325千円

固定負債　　   184,333千円

負債合計　　 1,736,658千円
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

匿名組合への出資については、匿名組合契約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、組合決算の持分相当額を純

額方式により当事業年度の損益として計上しております。

③　たな卸資産

・個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３年～50年

構築物　　　　　　　　８年～20年

車両運搬具　　　　　　２年～４年

工具、器具及び備品　　２年～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

・その他の無形固定資産　　　　定額法によっております。

③　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。
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②　完成工事補償引当金　　　　　完成工事等の瑕疵担保・アフターサービス等の費用に備えるため、過去

の補償費用実績に基づく将来発生見込額を計上しております。

③　販売促進引当金　　　　　　　販売促進目的として配布した住宅リフォーム時に使用できる割引券につ

いて、将来の割引券使用による費用に備えるため、使用実績に基づく将

来発生見込額を計上しております。

④　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当

事業年度における負担額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の工事

工事完成基準

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　繰延資産の処理方法

社債発行費

支出時に全額費用として処理しております。

②　重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たしており、特例処理によっております。

・ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ

ヘッジ対象　　変動金利借入金

・ヘッジ方針

金利変動リスクを回避するため、金利スワップを採用しており、投機的取引は実施しておりません。

・ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

③　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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　但し、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等は投資その他の資産の「長

期前払費用」に計上のうえ、５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては発生年度に費用

処理しております。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物 160,404千円

土地 925,273千円

計 1,085,678千円

②　担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 265,118千円

長期借入金 2,053,834千円

計 2,318,952千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 271,484千円

(3) 保有不動産の一部を賃貸目的から転売目的へ保有目的を変更したことに伴い、当事業年度において建物

2,752,756千円、土地8,160,167千円、借地権12,350千円を販売用不動産10,925,273千円に振替えております。

(4) 保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

㈱フィナンシャルドゥ

㈱京葉ビルド

7,725,761千円

441,420千円

(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

①　短期金銭債権 114,802千円

②　短期金銭債務 78,642千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 101,252千円

仕入高 118,194千円

販売費及び一般管理費 407,101千円

営業取引以外の取引高 31,507千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 514株

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税

未払不動産取得税

税務上の売上認識額

賞与引当金

会員権評価損

完成工事補償引当金

資産除去債務

たな卸資産評価損

貸倒引当金超過額

その他有価証券評価差額金

その他

8,891千円

24,563千円

19,356千円

18,494千円

4,698千円

9,815千円

19,566千円

16,777千円

3,372千円

23,164千円

24,700千円

繰延税金資産合計

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用

173,403千円

13,761千円

繰延税金負債合計 13,761千円

繰延税金資産の純額 159,642千円

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

　車両運搬具、事務機器及びソフトウエア等の一部について、所有権移転外ファイナンス・リース契約により

使用しております。
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者と
の 関 係

取 引 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社

㈱ハウスドゥ

住 宅 販 売

（所有）
直接100.0％

管理業務の
受託

役員の兼任

管理業務委
託料の受取
(注)２

12,000 － －

㈱フィナンシ
ャ ル ド ゥ

（所有）
直接68.5％
間接31.5％

資金の援助

債務保証

担保の提供

役員の兼任

資金の貸付
(注)３

利息の受取
(注)３

資金の回収

銀行借入に
対する債務
保証(注)４

銀行への債
務保証に対
する担保提
供(注）５

4,028,800

15,202

4,028,800

7,725,761

500,000

－ －

㈱ピーエムド
ゥ

（所有）
直接100.0％

債務被保証

役員の兼任

当社の銀行
借入に対す
る債務保証
(注）６

1,000,000 － －

㈱京葉ビルド
（所有）

直接100.0％

債務保証

役員の兼任

銀行借入に
対する債務
保証(注)４

441,420 － －

㈱ 小 山 建 設
（所有）

直接100.0％

担保の被提供

役員の兼任

当社の銀行
借入に対す
る担保提供
(注）６

1,900,000 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１．取引金額には、消費税等を含めておりません。

２．価格その他の取引条件は、双方協議の上決定しております。

３．㈱フィナンシャルドゥに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

４．㈱フィナンシャルドゥ及び㈱京葉ビルドは、金融機関からの借入について、当社より債務保証を受けて

おります。同債務保証の取引金額は、期末借入金残高を記載しております。なお、保証料の受取は行っ

ておりません。
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５．㈱フィナンシャルドゥに対する担保の提供については、同社の金融機関への債務保証を担保するため、

当社が保有する預金を物上保証に供しております。なお、取引金額は期末現在の預金残高であります。

６．当社の銀行借入に対する債務保証及び担保提供については、小山建設グループの株式取得のための資金

借入に対するものであります。なお、保証料等の支払は行っておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産 530円37銭

(2) １株当たり当期純利益 39円00銭

９．重要な後発事象に関する注記

（子会社への貸付等）

当社は、2020年６月26日付の取締役会において、連結子会社である株式会社ハウスドゥ・ジャパンに

対して運転資金の貸付を行うことを目的に、7,000百万円を極度額として貸付を行うことを決議し、2020

年７月１日付で契約を締結しております。

１．資金の使途　運転資金に充当するため

２．貸付金額　　7,000百万円

３．契約日　　　2020年７月１日

４．契約期間　　2020年７月１日～2021年６月30日

５．返済方法　　期限一括返済

６．利率　　　　1.200％（固定）

10．その他の注記

(追加情報)

連結注記表に同一の内容を記載しておりますので、注記の記載を省略しております。

－ 21 －


